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第５ 製造所 
（危政令第９条） 

 

１ 区分等 

⑴ 製造所は取り扱う危険物の種類に応じ、技術上の基準の適用が法令上、次のように区

分される。 

 

          第５－１表 各種の製造所に適用される基準 

区    分 危  政  令 危  規  則 

製  造  所   9条1項  

  火  薬  類 9条1項＋41条 72条 

 

高 引 火 点 危 険 物 9条1項＋2項 13条の6 

アルキルアルミニウム等 9条1項＋3項 13条の7・13条の8 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド 等 9条1項＋3項 13条の7・13条の9 

ヒドロキシルアミン等 9条1項＋3項 13条の7・13条の10 

 

⑵ 製造所とは、最初に用いる原料が危険物であるか非危険物であるかを問わず、種々の

作業工程を経て製造した最終製品が危険物となるものをいう。 

なお、危険物の加工を目的とするものは、製造所に該当しない。 

⑶ 製造所における非危険物の製造 

製造所において、当該施設の設備を用いて危険物に該当しない物品を製造可能な場合、

次の要件を満たす場合は、当該物品の製造を認めて差し支えない。【平24.8.28 消防危

第199号通知】 

ア 当該物品は、当該物品が触れる可能性のある設備の材質に悪影響を与えないもので

あること。 

イ 当該物品は、当該製造所で取り扱う危険物と有毒ガスの発生や火災性状の変化等悪

影響のある反応を起こさないものであること。 

  ウ 当該物品は、当該製造所に設置されている消火設備で有効に消火できるものである

こと。 

  エ 当該物品は、消防活動等に支障を与えないものであること。 

 

２ 規制範囲等 

⑴ 製造所とは、危険物を製造する目的をもって指定数量以上の危険物を取り扱うため法

第11条第２項により市町村長等の許可を受けた場所をいい、その場所には、建築物その

他の工作物、空地、附属する20号タンク、配管その他の機器等及び附属設備が含まれる。

【昭34.10.10 国消甲予発第17号通知】 

⑵ 公害防止設備等 

製造所から排出される可燃性ガス粉塵等を除去する公害防止設備等は、製造所の附属
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設備として規制する。【昭59.6.8 消防危第54号質疑】 

なお、設置については、別添第１－11「公害防止設備等」の例による。 

⑶ 製造所における危険物の詰替え又は充填 

製造所において、当該施設の設備の運転に必要な範囲での危険物の詰替え又は充填

（廃油の処理等）を行うことについて、防火上支障のない場合には、製造に伴う取扱い

として認められる。【平24.8.28 消防危第199号通知】 

 

３ 許可数量の算定 

算定方法は次による。 

⑴ 製造所における最大取扱数量の算定は、１日における原料（危険物）と最終製品（危

険物）との最大取扱数量を比較し、指定数量の倍数の大きい方を最大取扱数量とする。

【昭40.4.15 自消丙予発第71号質疑】 

なお、当該製造所において、当該原料及び製品以外に危険物を取り扱う設備等がある場

合には、当該製造所の最大取扱数量に、これらの危険物を取り扱う設備等の取扱数量を合

算して、最大取扱数量とするものとする。 

⑵ 製造工程ごとの最大取扱数量の算定は、次によること。 

ア 製造工程が１日で完了する場合 

(ｱ) 同一危険物を繰り返して製造する場合 

一工程の最大取扱数量に１日の工程数を乗じた数値とする。 

(ｲ) (ｱ)で製造した製品（危険物）を２日以上停滞させる場合 

(ｱ)の例＋製品停滞量＝最大取扱数量 

(ｳ) 同一設備を用いて１日に２種類以上の危険物を製造する場合 

各工程において、それぞれ原料危険物と製品危険物を比較して指定数量の倍数の大

きい方をもって、当該工程の最大取扱数量とし、これらを合算した数値を当該製造所

の最大取扱数量とする。 

また、各工程の算定は、(ｱ)及び(ｲ)と同様とする。 

(ｴ) 同一設備を用いて日によって異なった危険物を製造する場合は、各工程の最大取扱

数量を比較して指定数量の倍数が最大となるときの数値とする。 

イ 製造工程が２日以上にわたる場合 

(ｱ) 同一設備を用いて、同一危険物を製造する場合 

工程中の取扱いにおける指定数量の倍数が最大となる日の数値とする。ただし、設

備内に常に危険物が停滞している場合で、最大瞬間停滞量における指定数量の倍数が

１日に取り扱う指定数量の倍数より大きい場合は、最大瞬間停滞量を最大取扱数量と

する。 

(ｲ) 同一設備を用いて異なった危険物を製造する場合 

各工程の最大取扱いにおける指定数量の倍数を比較して最大となる数値を最大取

扱数量とする。 

ウ 非危険物を原料として危険物を製造する場合 

製品又は半製品である危険物の指定数量の倍数のうち、大きい方の数値を最大取扱数

量とする。 

⑶ 作業工程上、取扱いタンク等に危険物が停滞している場合は、その数量を加算して算定

する。ただし、次に掲げる場合は数量に算入しない。 
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ア 製造所内に設置する変圧器、リアクトル、電圧調整、油入開閉器、しゃ断器、油入コ

ンデンサー及び油入ケーブル並びにこれらの附属装置で機器の冷却もしくは絶縁のため

油類を内蔵しているもの 

イ エンジン、ギャーボックス等のみに油類が内蔵されており、配管による循環等を伴わ

ないもの 

 

４ 位置、構造及び設備の基準 

⑴ 保安距離 

危政令第９条第１項第１号に規定する保安距離は、水平距離によるものとし、当該距離

の起算点は製造所と保安物件との両方の外壁又はこれに相当する工作物の外側相互間の距

離をいう。【昭37.4.6 自消丙予発第44号質疑】 

なお、ひさしを設けた場合の起算点は、ひさしが１メートル以上の場合はひさしの先

端からとする。 

また、隣接敷地に住居等のベランダがある場合は、ベランダまでとする。 

ア これに相当する工作物【昭57.3.31 消防危第43号質疑】 

危政令第９条第１項第１号に規定する「これに相当する工作物」とは、製造所が建

築物によって構成されていない屋外のプラント設備等の装置、設備等をいうものであ

り、この場合の保安距離は、当該装置、設備等（20号防油提を含む。）の最外側から

とする。ただし、配管は、保安物件との間に保安距離を保有する必要はないが、保安

距離の規定にかんがみ、可能な限りの距離を確保するよう指導する。 

なお、屋外に設置される設備等で全く危険物の取扱いがなく、かつ、保安物件に影響

を及ぼすおそれのないものについては、これらによらないことができる。 

イ 防火上有効な塀 

防火上有効な塀の位置及び構造は、製造所等の位置、構造、設備及び当該市町村の消

防力等具体的条件によって決められる。【昭39.6.13 自消丙予発第57号質疑】 

    このことから、危政令第９条第１項第１号ただし書に規定する「防火上有効な塀」と

は、火災の延焼防止に有効なものとし、位置及び構造等は次による。 

(ｱ) 塀の位置は、当該製造所の保有空地の外側に設ける。 

     (ｲ) 製造所から５メートル以内に設置する塀は、耐火構造とする。 

    (ｳ) 塀の高さは、次によること。ただし、次のａからｃに掲げる高さが２メートル未満

のものにあっては、２メートル以上の高さとする。 

ａ 建築物のある製造所等の場合は、製造所の軒高以上の高さとする。 

ｂ ａ以外の製造所等の場合は、危険物を貯蔵し、又は取り扱う工作物及び設備等の

高さ以上とする。 

ｃ 屋外貯蔵タンクの場合は、タンクの肩部又はタンク頂部以上の高さ以上とする。 

    (ｴ) 塀の幅は、次図のように製造所の外壁の両端Ｏ1、Ｏ2 から10メートル（住居にす

る場合）の円を画き保安距離に抵触する対隣接建物の角Ｐ及び弧との交点をＱとし、

Ｏ1 とＰ及びＯ2 とＱをそれぞれ直線で結び、対隣接建物に対応する防火塀の幅Ｌを求

める。 
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               第５－１図 防火上有効な塀 

 

ウ 「防火上有効な塀を設けること等」とは、ドレンチャー設備を設ける場合又は製造

所の壁を高くすることにより、塀を設けた場合と同様な効果が得られる場合等をいう。 

なお、製造所等の壁をもって塀に変える場合、当該壁を耐火構造とするとともに開

口部を設けない。 

エ 保安距離の短縮 

    危政令第９条第１項第１号ただし書の適用は、製造所等の設置後において、当該製

造所等の周辺に新たに保安物件が設置されたことにより、保安距離を確保することが

困難となった場合にのみ適用するものである。 

    危政令第９条第１項第１号に規定する「市町村長等が定めた距離」とは、次のとお

りとすることができる。 

なお、保安距離を短縮する場合は、消防本部予防課保安係と協議のうえ決定する。 

(ｱ) 指定数量の10倍以下の製造所等の場合は、規定距離の２分の１以下の距離を限度

として減ずることができる。 

    (ｲ) 指定数量の10倍を超える製造所等の場合は、規定距離の３分の１以下の距離を限

度として減ずることができる。 

オ その他の工作物で住居の用に供するもの 

(ｱ) 危政令第９条第１項第１号イに規定する「その他の工作物で住居の用に供するも

の」とは、廃バス等を住居の用に供しているものをいう。 

    (ｲ) 同号イに規定する「住居の用に供するもの」には、事務所、学校等の宿直室は含

まれない。【昭37.4.6 自消丙予発第44号質疑】 

    (ｳ) 同号イに規定する「製造所の存する敷地と同一の敷地内に存するものを除く」に

は、当該製造所敷地内の寄宿舎等は含まれない。 

カ 学校、病院、その他多数の人を収容する施設 

危政令第９条第１項第１号ロに規定する「学校、病院、劇場その他多数の人を収容

する施設」とは、直接その用途に供する建築物（学校の場合は教室のほか体育館、講堂

等、病院の場合は病室のほか手術室、診療室等）をいい、附属施設（車庫、倉庫等）

とみなされるものは含まない。 

なお、百貨店は、危政令第９条第１項第１号ロに規定する「学校、病院、劇場その

他多数の人を収容する施設」には含まれない。【昭51.9.22 消防危第56号質疑】 

キ 病院等 

    危規則第11条第２号に規定する「医療法第１条の５第１項に規定する病院」とは、 

20人以上の患者の入院施設を有するものをいう。 

製
造
所 

Ｐ 
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  ク 観覧場等 

    危規則第11条第３号に規定する「その他これらに類する施設」とは、観覧場、集会場、

体育館（不特定多数を収容するものに限る。）等をいう。 

  ケ 貯蔵施設 

危規則第12条第４号に規定する「貯蔵施設」とは、液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適正化に関する法律（昭和42年 法律第149号）第３条第２項第３号にいう貯蔵施設

及び第16条の２第１項にいう特定供給設備のうち貯蔵施設をいう。 

コ 高圧ガス施設との保安距離【平13.3.29 消防危第40号質疑】 

      高圧ガス施設との保安距離については、当該施設との位置関係から安全上支障がない

と判断できる場合には、危政令第23条を適用して緩和することができる。 

      なお、位置関係から安全上支障がないと判断できる場合の例としては、次の場合が考

えられる。 

(ｱ) 次のａ及びｂに適合している場合 

ａ 主な工程が連続している。 

      ｂ 施設間に延焼を防止できる耐火構造の壁又は隔壁がある。 

なお、新たに隔壁を設置（保有空地内への設置は認められない。）する場合にお

いては、既設の消火設備で有効に包含できなくなる部分が生じないよう留意する。 

(ｲ) 高圧ガス施設が保安目的のみの高圧ガス（不活性ガス）施設で、保安距離を保たな

ければならない製造所又は一般取扱所の専用施設である場合 

サ 保安距離に係る特例 

    危政令第９条第１項第１号ロからヘの保安物件と同一敷地内にあり、かつ、これらと

不可分の工程又は取扱いに係わるもので保安上支障のない場合、その距離については適

用しないことができる。【昭37.4.6 自消丙予発第44号質疑】 

⑵ 保有空地 

   危政令第９条第１項第２号の表に掲げる空地については、次による。 

ア 保有空地の起算点等 

(ｱ) 保有空地の起算点は、製造所が建築物により規制される場合は外壁から、前記⑴ア

に掲げる工作物、装置又は設備等の場合はそれぞれの最外側からとする。 

なお、ひさしを設けた場合の起算点は、ひさしが１メートル以上の場合はひさしの

先端からとする。 

また、充填の一般取扱所など小排水溝を設ける製造所等にあっては、小排水溝から

とする。【昭57.5.11 消防危第57号質疑】 

(ｲ) 保有空地は、所有者等が所有権、地上権、借地権等を有しているものである。 

なお、空地につき所有権又は借地権等を取得できない場合においては、空地の所有

者等と建築物その他工作物を設置しない旨の契約すること等により、空地状態の継続

が担保されれば認められる。【昭37.4.6 自消丙予発第44号質疑】 

(ｳ) 保有空地は、消防活動の用に供される場所であることから、平坦でかつ軟弱でない

ものとする。 

また、当該空地の地盤面及び上空の部分には、物件等が介在しないものである。た

だし、上空の部分については、延焼拡大や消防活動上支障とならない場合は、この限

りではない。 

(ｴ) 保有空地内に地下タンクを設けることは、20号タンク又は当該製造所等の専用の地

下タンク貯蔵所である場合に限り、認められるものである。 
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イ 保有空地内を他の施設の配管が通過する場合【平13.3.29 消防危第40号質疑】 

    次の(ｱ)及び(ｲ)のいずれにも適合している場合は、危政令第23条を適用し、保有空地

に他の配管を通過させることを認めて差し支えない。 

(ｱ) 消防活動等に支障がないと認められる場合 

ａ 他の配管が、配管架台に整理して設置されている。 

    ｂ 他の施設の配管が設置される配管架台は、次の(a)及び(b)に適合するものである。 

(a) 消防活動等に支障となる位置に設けられていない。 

例としては、配管架台の支柱、ブレース（筋交い）等の位置が消防活動の支障

とならないよう考慮して設置されている場合などがある。 

(b) 危規則第13条の５第２号（ただし書を除く。）に定める措置が講じられている。

ただし、危規則第13条の５第２号本文と同等以上と認められる措置を講じた場合

は、この限りではない。 

同等以上と認められる設備の例としては、当該架台に、散水設備を保有空地内

に存する配管架台全体を包含するように設ける場合などがある。 

ｃ 他の施設の配管の流体は、次の(a)から(c)のものと接触した場合において、危険

な反応を起こさないものである。 

(a) 当該製造所又は一般取扱所において貯蔵し、又は取り扱う物質 

(b) 当該製造所又は一般取扱所に適用する消火剤 

(c) 保有空地内に存する配管の流体 

ｄ 他の施設の配管の流体が液体の危険物（固体の危険物を液状にして移送する場合

等を含む。）の場合は、有効に消防活動を行うことができる措置が講じられている。 

      有効に消防活動を行うことができる例としては、当該配管架台の外側に、消防活

動に使用するための空地を確保する場合等がある。 

(ｲ) 他の施設の配管が、万一当該製造所又は一般取扱所の災害により破損した場合にお

いて、当該他の施設に火災又は爆発等の悪影響を与えないと判断できる場合 

悪影響を与えない例としては、当該配管の破損に伴う関連施設の安全停止等の対策

が講じられている場合がある。 

ウ 同一敷地内に他の製造所等と隣接して設置する場合 

    その相互間の保有空地はそれぞれがとるべき空地のうち大なる空地の幅を保有するこ

とをもって足りるものである。ただし、屋外タンク貯蔵所が隣接する場合については、

当該タンクの防油堤が、保有空地にかからないものである。（第５－２図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

第５－２図 保有空地の例 

 

  エ 防火上有効な隔壁 

危政令第９条第１項第２号ただし書に規定する「防火上有効な隔壁」は、危規則第13条に

よるほか、次によるものである。 
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(ｱ) 隔壁は、建基法第２条第７号の耐火構造とする。 

(ｲ) 隔壁に設ける出入口等（窓を除く。）の開口部は必要最小限とし、随時開けること

ができる自動閉鎖の特定防火設備（自動閉鎖式とすることができないものについては、

温度ヒューズ付又は感知器連動の特定防火設備）を設ける。  

オ 植栽【平8.2.13 消防危第27号通知】 

    製造所の保有空地内に植栽を行う場合は、次による。 

(ｱ) 植栽できる植物 

植栽する植物は、延焼の媒体とならず、かつ、消防活動上支障とならない矮性の草本類

及び高さが概ね50センチメートル以下の樹木である。 

また、延焼防止上有効な葉に多くの水分を含み、かつ、冬季においてもその効果が期待

できる常緑の植物（草本類については、植替え等を適切に行い絶えず延焼媒体とならない

管理等を行う場合については、常緑以外のものとすることができる。）である。 

なお、防油堤内の植栽は矮性の常緑草に限るものである。（第５－２表参照） 

 

           第５－２表 延焼防止上有効な植物の例 
 

草木の区分 
 

 

植  物  名   
 

 

  

樹   木 

  

  

 マサキ、ジンチョウゲ、ナワシログミ、マルバシャリンバイ、 

 チャ、マンリョウ、アオキ、サツキ、ヒサカキ、トベラ、 

 イヌツゲ、クチナシ、キャラボク、トキワサンザシ、 

 ヒイラギナンテン、ツツジ類、ヤブコウジ等 

草 本 類 

（矮性に限る） 

常 緑 草 

 

常緑の芝（ケンタッキーブルーグラスフリーダム等）、 

ペチュニア、（ホワイト）クローバー、アオイゴケ等 
 

 

非常緑草 
 

 

 芝、レンゲ草等 
 

    注 樹木は、高さが概ね50センチメートル以下に維持管理できるものに限る。 

 

(ｲ) 植栽範囲 

     植栽する範囲は、次の条件を満足するものである。 

ａ 貯蔵、取扱い等の作業の障害とならない範囲である。 

ｂ 消防隊の進入、消火活動等に必要な空間が確保されている。 

ｃ 消防水利からの取水等の障害とならない。 

    ｄ 防災用の標識等の視覚障害とならない。 

    ｅ 危険物施設の維持管理上支障とならない。 

ｆ その他、事業所の形態等を考慮し火災予防上、延焼防止上及び消防活動上支障と

ならない。 

(ｳ) 維持管理 

植栽した植物が枯れて延焼媒体とならないよう、また、成長して(ｲ)の条件を満足

しないこととならないよう、適正な維持管理が行われるものである。 

また、常緑の植物であっても落葉するものであることから、常に延焼媒体となる落

ち葉等の除去が行われるとともに、植替えを必要とする草本類等はこれが適切に実施
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されるものである。 

⑶ 標識、掲示板（第５－３図参照） 

   危政令第９条第１項第３号に規定する標識、掲示板は、次による。 

ア 標識、掲示板は、製造所ごとに出入口付近等の見やすい箇所に設ける。 

イ 材質は、耐候性、耐久性があるものである。 

また、その文字は、雨水等により容易に汚損したり消えることがないものである。 

  ウ 標識及び掲示板は、施設の外壁等に直接記入することができる。 

エ 同一設備を用いて２種類以上の危険物を製造すること等の理由により、最大数量の算

定結果、掲示板に表示されない危険物については、危政令第９条第１項第３号に規定す

る掲示板のほかに、当該危険物の類、品名及び数量を表示した板を設けること。◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－３図 標識、掲示板の例 

 

⑷ 地階設置の禁止 

危政令第９条第１項第４号に規定する「地階を有しない」とは、製造所の一部又は全部

が地階を有しないものであり、「地階」については、建基令第１条第２号に規定する「床

が地盤面下にある階で、床面から地盤面までの高さがその階の天井の高さの３分の１以上

のもの」である。 

⑸ 延焼のおそれのある外壁（第５－４図参照）【平元.7.4 消防危第64号質疑】 

   危政令第９条第１項第５号に規定する「延焼のおそれのある外壁」は、次による。 

ア 延焼のおそれのある外壁は、隣地境界線、道路中心線又は同一敷地内の二以上の建築

物相互の外壁間の中心線から、１階については３メートル（１階の高さが５メートル以

上の部分は２階相当とみなす。）、２階以上については５メートル以内にある建築物の

外壁をいうものである。ただし、防火上有効な公園、広場、川等の空地若しくは水面そ

の他これらに類するものに面する建築物の外壁を除くものである。 

イ 延焼のおそれのある外壁には、換気及び排出の設備等の開口部を設けない。ただし、

防火上有効なダンパー等を設けた場合は、延焼のおそれのある外壁に換気及び排出設備

を設けることができる。 
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ウ 危険物配管が延焼のおそれのある外壁を貫通する場合は、当該外壁と配管との隙間を

モルタルその他の不燃材料で埋め戻す。 

 

   例１                 例２ 

 

 

 

 

 

 

 

隣地境界線から延焼のおそれのある外壁      道路中心線から延焼のおそれのある外壁 

例３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一敷地内の外壁相互の中心線から延焼のおそれのある外壁 

            第５－４図 延焼のおそれのある外壁 

 

⑹ 屋根の構造 

危政令第９条第１項第６号に規定する「屋根を不燃材料で造る」とは、屋根を構成する

すべての材料を不燃材料で造るものであり、その構造は、外壁に比べて強度的に劣るもの

とする。 

なお、危険物を取り扱う建築物が、二以上の階数を有する場合は、最上階を除く階につ

いては、発災時の圧力を上部に放出することができないため、建築物の周囲の状況から判

断して周囲に与える影響の少ない側に面する窓の面積を大きくとり、万一の場合にはその

方向に圧力を放出する等の配慮をする必要がある。◆ 

⑺ 危険物を取り扱わない部分の構造規制【平9.3.26 消防危第31号通知】 

危険物を取り扱わない部分の室内構造については、危険物を取り扱う部分と耐火構造の

床若しくは壁又は随時開けることのできる自動閉鎖式の特定防火設備により区画した場合

は、危政令第23条を適用し、次によることができる。（第５－５図参照） 

ア 間仕切壁を準不燃材料（建基令第１条第５号に規定する準不燃材料をいう。）とする

ことができる。 

イ 窓又は出入口にガラスを用いる場合、網入りガラス以外のガラスを使用することがで

きる。 

なお、当該ガラスを用いた窓又は出入口は、防火設備でなければならない。 
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第５－５図  危険物を取り扱わない部分のある製造所の例 

 

⑻ 危険物が浸透しない構造 

危政令第９条第１項第９号に規定する「危険物が浸透しない構造」とは、コンクリート、

金属板等で造られたものである。 

また、塵埃発生防止等により、床に樹脂コーティングを行う場合は、不燃材料又は難燃

性のものを使用する。 

⑼ 採光及び照明【平元.5.10 消防危第44号質疑】 

危政令第９条第１項第10号に規定する「必要な採光、照明」については、照明設備によ

り、十分な照度が確保されていれば採光は設けないことができる。 

なお、日没から日出までの間における危険物の取扱いがない場合にあっては、照明設 

備を設けないことができる。 

⑽ 換気及び排出設備 

危政令第９条第１項第10号に規定する「換気の設備」及び同条同項第11号に規定する

「排出する設備」については、第17「換気設備等」の例による。 

⑾ 危険物の流出防止等 

ア 危政令第９条第１項第９号及び第12号に規定する「適当な傾斜」とは、100分の１以

上の勾配とすること。 

イ 危政令第９条第１項第12号に規定する危険物の流出防止に「同等以上の効果がある措

置」とは、①危険物取扱い設備の周囲の地盤面に有効な排水溝等を設ける場合、②危険

物取扱い設備の架台等に有効なせき又は囲いを設ける場合などである。 

ウ 危政令第９条第１項第12号に規定する「水に溶けないもの」とは、温度20度の水100

グラムに溶解する量が１グラム未満であるものをいい、危政令別表第３備考第９号に規

定する「非水溶性液体」とは異なるものである。【平元.7.4 消防危第64号質疑】 

エ 危政令第９条第１項第９号及び第12号に規定する「貯留設備」とは、危険物を一時的

に貯留する設備であり、例として、ためますが該当する。 

オ ためます及び危政令第９条第１項第12号に規定する油分離装置については、別添第１

－７「滞留及び流出を防止する設備例」の構造例による。 

⑿ 危険物のもれ、あふれ等の飛散防止構造   

ア 容量が指定数量の５分の１未満の危険物を取り扱う屋外又は屋内にあるタンクは、危

政令第９条第１項第13号に規定する「危険物を取り扱う機械器具その他の設備」に該当
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する。【平10.3.16 消防危第29号通知】 

イ 危政令第９条第１項第13号に規定する「危険物のもれ、あふれ又は飛散を防止するこ

とができる構造」とは、通常の使用条件に対して十分余裕をもった容量、強度、性能等

を有するように設計されたものが該当する。 

ウ 危政令第９条第１項第13号に規定する「附帯設備」とは、タンク、ポンプ類等に設ける

二重缶、二重配管、戻り管、波返し、フロートスイッチ、受皿等の設備が該当する。 

⒀ 温度測定装置 

危政令第９条第１項第14号に規定する「温度測定装置」は、危険物を取り扱う設備の 

種類、危険物の物性、測定温度範囲等を十分に考慮し、安全で、かつ、温度変化を正確に

把握できるものを設置する。 

⒁ 加熱乾燥設備 

危政令第９条第１項第15号ただし書に規定する「当該設備に火災を防止するための附帯

設備」とは、直火を用いる当該設備が危険物のもれ、あふれ又は飛散に対して直火に触れ

ないように保護又は遮断する設備であり、他の設備に対して不燃材料又は耐火構造の壁等

で防火上有効に仕切られている場合等とする。 

⒂ 圧力計・安全装置 

ア 危政令第９条第１項第16号に規定する「圧力計」は、危険物を取り扱う設備の種類、

危険物の物性、取扱い圧力範囲等を十分に考慮し、安全で、かつ、圧力変化を正確に把

握できるものを設置する。 

イ 危政令第９条第１項第16号に規定する「安全装置」は、危険物を取り扱う設備の種類、

危険物の物性、取扱い圧力範囲等を十分に考慮し、安全で、かつ、すみやかに安全な圧

力とすることができるものとし、破壊板は安全弁の作動が困難である加圧設備に限り設

置することができる。 

⒃ 電気設備 

   第18「電気設備」による。 

⒄ 静電気除去装置 

ア 危政令第９条第１項第18号に規定する「静電気が発生するおそれのある設備」とは、

特殊引火物、第１石油類、第２石油類の危険物を取り扱う設備とする。 

イ 危政令第９条第１項第18号に規定する「静電気を有効に除去する装置」とは、接地に

よる方法、空気中の水分含有率を高くする方法、空気をイオン化する方法等によって静

電気を除去する装置をいう。 

ウ 静電気対策 

(ｱ) 遠心分離機等で静電気が発生しやすい物質（別添第１－９「液体の帯電性」参照）

を分離する装置は、導電性のものとし、接地する。 

(ｲ) 静電気除去対策としては、取り扱う物質及び作業形態によって単独あるいは組合せ

て用いる。（別添第１－８「帯電防止用接地電極等の設置構造例」参照） 

なお、接地により有効に静電気を除去できないものにあっては、不活性ガスでシー

ルする方法等による措置を講じる。 

⒅ 避雷設備 

危政令第９条第１項第19号に規定する「避雷設備」は、ＪＩＳＡ4201に適合するもので

ある。（第５－６図、第５－７図参照） 

ア 保護レベルは、一般的にはⅠとする。ただし、保護効率の算出により一定の数値以下

の場合は、Ⅱとすることができる。  
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イ 避雷設備は、製造所の建築物及び20号タンク、その他の工作物も対象とする。 

ウ 消防法令上必要とされる保安設備等は内部雷保護システムの対象とし、雷に対する保

護を行うこと。 

エ 危政令第９条第１項第19号に規定する「周囲の状況によって安全上支障がない場合」

とは、次による。ただし、外部雷保護に関する事項に限る。【昭56.10.1 消防危第126

号質疑】 

(ｱ) 同一敷地内において、同一管理権原下にある他の危険物施設や煙突等に設置された

避雷設備（危規則第13条の２の２に規定する基準を満足する。以下(ｲ)、(ｳ)において

同じ。）の保護範囲に含まれる場合。 

(ｲ) 敷地を異にするが、同一管理権原下にある他の危険物施設や煙突等に設置された避

雷設備の保護範囲に含まれる場合。 

(ｳ) 敷地及び管理権原を異にする他の危険物施設に設置された避雷設備の保護範囲に含

まれる場合（一定の契約を締結し、契約書等において避雷設備の基準の維持管理につ

いて明確に定めた場合に限る。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－６図 避雷設備の設置例（回転球体法による例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－７図  受雷部システムの例（回転球体法による例） 

 

⒆ 20号タンク【昭58.3.9 消防危第21号通知、昭58.11.7 消防危第107号質疑、昭58.11.29 

消防危第123号質疑、平10.3.16 消防危第29号通知】 

ア 20号タンクとは、危険物を一時的に貯蔵し、又は滞留させるタンクであって、屋外又

は屋内にある指定数量の５分の１以上のもの及び容量に関係なく地下にあるもので次に

掲げるものをいう。 

なお、屋外又は屋内にある指定数量の５分の１未満のタンクについては、前記⑿によ
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る。 

(ｱ) 危険物の物理量の調整を行うタンク 

回収タンク、計量タンク、サービスタンク、油圧タンク（工作機械等と一体とした

構造のものを除く。）、熱媒を使用した膨張タンクその他これらに類するもので、危

険物の量、流速、圧力等の調整を目的としたもの 

(ｲ) 物理的操作を行うタンク 

混合（溶解、希釈、調合を含む。）タンク、静置分離タンクその他これらに類する

もので、危険物の混合、分離等の操作を目的とするもの 

(ｳ) 単純な化学的処理を行うタンク 

中和タンク、成熟タンクその他これらに類するもので、危険物の中和、熟成等の目

的のため、貯蔵又は滞留状態において著しい発熱を伴わない処理を行うもの。この適

用にあたっては、次の点に留意する。 

ａ 20号タンクに該当するものであるかどうかの判断は、一義的には、タンクの名称、

形状又は附属設備（撹拌機等）の有無は関係しないものである。 

      また、タンクの設置位置が地上又は架構の上部等にあるかどうかは問わないもの

である。 

ｂ 危険物を一時的に貯蔵し、又は滞留させるタンクとは、工程中において危険物の

貯蔵又は滞留の状態に着目した場合に、屋外貯蔵タンク、屋内貯蔵タンク等と類似

の形態を有し、かつ、類似の危険性を有するものをいう。 

イ 20号タンクに該当しない設備 

    20号タンクに該当しない設備等としては、滞留があっても危険物の沸点を超えるよう

な高温状態で危険物を取り扱うもの及び危険物を反応させるものなどがあり、次のもの

が考えられる。 

(ｱ) 20号タンクに該当しない設備等の例 

ａ 蒸留塔、精留塔、分留塔、吸収塔、抽出塔 

ｂ 反応槽 

ｃ 分離器、ろ過器、脱水器、熱交換器、蒸発器、凝縮器 

ｄ 工作機械等と一体（内蔵された）とした構造の油圧用タンク、切削油タンク及び

作動油タンク（放電加工機と一体とした構造である場合又は気密に造られていない

構造である加工液タンクを含む。) 【平9.3.25 消防危第27号質疑】 

ｅ 機能上、常時開放して使用する設備 

ｆ 機能上、移動する目的で使用する設備 

(ｲ) 放電加工機の加工液タンクが、機器、設備等と一体とした構造である場合、又は気

密に造られていない構造である場合は、20号タンクには該当しない。【平9.3.25 消

防危第27号質疑】 

(ｳ) 20号タンクに該当しない設備等については、当該設備の使用圧力、使用温度等を考

慮し、材料、板厚、安全対策等の確認を行うとともに必要に応じ、圧力試験等の結果

を添付する。 

ウ 20号タンクの容量 

(ｱ) 製造所に設ける屋内タンクの容量については、制限がないものである。【昭37.4.6

自消丙予発第44号質疑】 

(ｲ) 危政令第５条第３項に規定する「特殊の構造又は設備を用いること」によりタンク

内の危険物の量が一定量以下に保たれるものとしては、次によるものがある。【平 
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10.3.16 消防危第29号通知】 

ａ 一定量以上の量の危険物が当該タンクに注入されるおそれがない構造を有する20

号タンクの例 

・ 自然流下配管が設けられているもの 

20号タンクに一定量以上の危険物が注入された場合、無弁の自然流下配管を通

じて滞ることなく主タンク（供給元タンク）に危険物が返油され、20号タンクの

最高液面が自然流下配管の設置位置を超えることがない構造のもの。（第５－８

図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

第５－８図 

 

ｂ 一定量以上の量の危険物が当該タンクに注入されることを防止することができる

複数の構造又は設備を有する20号タンクの例 

・ 液面感知センサーを複数設置し、各センサーから発せられる信号により一定量

を超えて危険物が注入されることを防止するもの 

(a) 危険物注入用ポンプを停止させる設備が複数設けられているもの（第５－９図

参照） 

Ｓ１感知→ポンプ停止 

Ｓ２感知→ポンプ停止＋警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   第５－９図 
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(b) 危険物注入用ポンプを停止させる設備と主タンク（供給元タンク）の元弁を閉

止する設備がそれぞれ設けられているもの（第５－10図参照） 

      Ｓ１感知→ポンプ停止 

      Ｓ２感知→元弁自動閉止＋警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   第５－10図 

(c) 危険物注入用ポンプを停止させる設備と三方弁を制御することにより一定量以

上の危険物の注入を防止する設備がそれぞれ設けられているもの（第５－11図参

照） 

      Ｓ１感知→ポンプ停止 

      Ｓ２感知→三方弁が分岐返油方向に開＋警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                 第５－11図 

ｃ 20号タンクへの注入量と当該タンクからの排出量をそれぞれ計量し、これらの量

からタンク内にある危険物の量を算出し、算出量が一定量以上となった場合にタン

クへの注入ポンプを停止させる設備と液面センサーが発する信号により主タンク

（供給元タンク）の元弁を閉止する設備がそれぞれ設けられているもの（第５－12

図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－12図 

 




